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ごあいさつ
Top Message

　　●ＩＴ価値を提供することにより、社会・お客さまの発展に貢献する。 （社会・お客さまの信用)
　　●変化に対応できる強靭な企業体質を構築し、企業価値の向上を図る。 （会社の繁栄)
　　●個人価値を自ら向上させ、組織貢献できる社員に活躍の場を提供する。 （社員の成長)

経営理念

　皆さまにおかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。また、平素は
格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　当社は、さる2019年３月29日をもちまして、創立50周年を迎えることができまし
た。これもひとえに、株主の皆さまをはじめ、関係各位のご支援とご愛顧の賜物と、役職
員一同、深く感謝しております。次の50年も、情報サービスの提供を通じて「社会・お客
さまから必要とされる会社」であり続けることを目指してまいります。

　ではここに、当社第51期報告書をお届けいたしますので、ご高覧賜りますようお願い
申し上げます。

　当期業績は、長引く金融機関の情報化投資抑制の影響があったものの、情報化投資回
復が進む一般民需分野や公共分野が伸びたことから増収となり、利益面では売上総利益
率の改善が進んだことから大幅増益となりました。中期経営計画で取り組んでおります

「収益力の強化」に手ごたえを感じることができる結果となりました。

　第52期（２０１９年度）は、現中期経営計画の最終年度に当たります。業績面で当期比
増収増益を達成することにより「安定成長路線」を磐石なものとするべく、諸施策の完遂
に注力してまいります。

　当社は、ＳＭＢＣグループの総合情報サービス会社として、引き続き長年にわたり培って
まいりましたさまざまな分野のＩＴ技術やスキルに一層の磨きをかけるとともに、こうした
変化を着実に捉え、先端技術への積極的取組みを通じ、株主の皆さまや社会に貢献して
まいりたいと思います。
　皆さまにおかれましては、今後ともより一層のご支援、ご指導を賜りますようお願い申し
上げます。

2019年６月

取締役社長
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連結業績・財務ハイライト
Financial Highlights

＊「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第51期の期首から適用しており、第50期については、当該会計基準
等を遡って適用した後の指標等となっております。
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当連結会計年度におけるわが国経済は、中国経済の
減速等の影響により輸出や生産の一部に弱さが見られ
たものの、企業収益の改善や成長分野への対応等を背
景として設備投資が増加傾向にあることや、雇用・所得環
境の改善が続く中で個人消費の持直しが進むなど、引き
続き緩やかな景気回復基調で推移いたしました。

当社及び連結子会社（以下、「当企業集団」という。）が
属する情報サービス産業におきましても、市場全体の売
上高は引き続き緩やかに成長しましたが、金融分野では
銀行業における情報化投資の抑制が続いております。

このような事業環境の下で、当企業集団は２０１７年４月
にスタートした３ヵ年の中期経営計画「Ｓ．ＫＣＳチャレンジ
５０“飛躍”～PhaseⅡ １００年企業に向かって飛躍～」の
２年目を『生長』と位置付け、安定成長の実現に取り組ん
でまいりました。

事業戦略面では、中期経営計画において特に注力する、
①ソリューション／サービス提供型ビジネスの比重拡大、
②成果物・サービスの品質向上、③一般民需向け直販ビジ
ネスの強化、④ＳＭＢＣグループ／大手ベンダー向けビジ
ネスの進化・深化、⑤戦略ビジネス／ニュービジネスの育
成、の５項目を推進いたしました。

ソリューション／サービスにつきましては、顧客から
の引合いが増加している経費・旅費精算ソリューション

『経費キャッシュレス』や自治体向け周辺業務パッケージ
『Ｓｏｓｓｉａｎ（ソシアン）』シリーズについて、新機能の追加
など大幅な商品力強化を実施いたしました。品質向上に
つきましては、システム構築力（ものづくり力）・技術力強
化を目的として、技術系役員等により構成するステアリン
グ・コミッティーを立ち上げ、技術力強化戦略の策定や技
術人材の育成などに取り組みました。また、プロジェクト

管理ツール導入の効果も相俟って、大規模不採算案件
発生の抑制につなげることができました。一般民需向け
直販ビジネスは、兵庫県を中心とした関西地区における
既存顧客との関係強化や中小企業向けＩＴインフラサー
ビスビジネスの強化に努めた結果、情報化投資ニーズを
タイムリーに捕捉し、伸ばすことができました。ＳＭＢＣグ
ループ向けビジネスでは、全体として情報化投資抑制が
続く中、これまで取引のなかったグループ会社との新規
取引開始など裾野が拡大し、大手ベンダー向けビジネス
では、富士通グループとの取引強化を目的とした人材交
流の深化を進めました。戦略ビジネス／ニュービジネス
につきましては、ＡＩ（人工知能）やＲＰＡ（※１）を活用した技
術検証・商品化企画を進めております。

体制面では、全社で注力するＢＰＯ（※２）ビジネスについ
て、営業専担部門を設置するとともに、ＢＰＯを主要事業
とする子会社の株式会社ＫＣＳソリューションズにおける
営業活動と一体化を図るなど、営業体制を強化いたしま
した。また、全社における直間比率改善を目的として本
部から現場部門への要員再配置を進めた結果、２０１９年
４月１日付で本部組織を３本部制から２本部制へ再編い
たしました。

また、優先的に取り組むこととした人事施策につきま
しては、働き方改革として「ワーク・ライフ・バランス推進
運動」の継続実施により、残業時間の削減や休暇取得日
数の増加がさらに進みました。また、人事制度の改革に
も着手し、専任担当の執行役員を配置したプロジェクト
チームによる見直しを行い、順次実施に移しております。

このような取組みの結果、当連結会計年度の業績につ
きまして、売上高は、金融関連部門が金融機関における情
報化投資抑制影響により減少しましたが、大企業を主体と
したＥＲＰソリューションや関西地区における一般法人の

事業の経過及びその成果

営業の概況
Review of Operations
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情報化投資の需要増を背景として産業関連部門が増加
したことに加え、公共関連部門もシステム機器販売案件
の増加や大手ベンダー経由の自治体向けシステム構築
案件が増加したことから、前期比４２８百万円（２．０％）増
の２１，９４５百万円となりました。

損益面につきましても、増収効果に加えて、プロジェクト
の収支改善が進んだことや要員稼働率が堅調に推移した
ことなどを主因とする売上総利益率の改善により売上総
利益が増加し、また、投資及び経費支出の抑制効果等によ
り販売費及び一般管理費も減少したことから、営業利益は
前期比２９０百万円（１２４．６％）増の５２２百万円、経常利
益も前期比２８４百万円（９１．２％）増の５９６百万円、親会
社株主に帰属する当期純利益も前期比１７４百万円（８３．
２％）増の３８４百万円と、いずれも大幅増益となりました。

連結のセグメント別売上高は、次のとおりです。

■セグメント（事業部門）別売上高推移（百万円）

■ 金融　■ 公共　■ 産業25,000

0
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（注）1.　（％）は売上高構成比であります。

第50期第48期 第49期 第51期

8,713
（37.0%）

9,408
（40.0%）

5,423
（23.0%）

7,320
（31.7%）

9,144
（39.7%）

9,083
（42.2%）

5,504
（25.6%）

6,929
（32.2%）

6,601
（28.6%）

2017年４月１日付の組織変更に伴い、第50期より産業関連
部門の一部を公共関連部門として集計するよう変更しておりま
す。なお、第49期のセグメント情報については、変更後の区
分方法により作成したものを記載しており、第48期について
は、変更前の区分方法により作成したものを記載しております。

2.　

5,720
（26.1%）

6,671
（30.4%）

9,552
（43.5%）

■ 産業関連部門

　ＥＲＰソリューション案件や関西地区におけるシス

■ 金融関連部門

　ＳＭＢＣグループ向け取引が減少したことを主因と
してシステム構築及びシステム運用管理が減少した
ことから、売上高は前期比２５７百万円（３．７％）減の
６，６７１百万円となりました。

■ 公共関連部門

　公共団体向け大規模アウトソーシング案件の契約終
了に伴うシステム運用管理の減少があった一方で、文
教・医療分野向けのシステム機器販売が好調だったこと
や大手ベンダー経由の自治体向けシステム構築案件も
増加したことから、売上高は前期比２１６百万円（３．９％）
増の５，７２０百万円となりました。

※1

※2

「ＲＰＡ」とは、Robotic Process Automation の略
で、これまで人間が手作業で行っていた仕事を、ルー
ルエンジンやＡＩ、機械学習等の認知技術を取り入れた
ロボットに代行してもらうことにより、業務の自動化や効
率化を図る取組みのことであります。

「ＢＰＯ」とは、Business Process Outsourcing の
略で、単なる情報システムのアウトソーシングではなく、
お客さまの業務についてその企画・運営から人材の確保
まで、一括して請け負うサービスのことであります。

テム構築・システム機器販売の直販案件が増加したこ
とに加え、システム運用管理もＢＰＯビジネス推進体
制の強化により堅調に推移したことから、売上高は前
期比４６９百万円（５．２％）増の９，５５２百万円となりま
した。
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今後のわが国経済の見通しにつきましては、国内では消費税率
引上げの影響など、海外ではBrexitや米中貿易摩擦の動向など
懸念要因があるものの、引き続き緩やかな回復が続くことが期待
されます。

情報サービス産業におきましても、産業分野を中心に情報化投
資の増加が引き続き見込まれますが、従来型のシステム構築やア
ウトソーシングに振り向けられる投資の比重が徐々に低下する傾
向にあることから、中期経営計画の事業戦略として掲げるソリュー
ション／サービス提供型ビジネスの比重拡大や戦略ビジネス／ニ
ュービジネスの育成に確実に取り組んでいく必要があります。

このような事業環境の下で、当企業集団は中期経営計画の最
終年度を『結実』と位置付け、計画の完遂及び前期比増収増益を
達成し、安定成長路線を磐石なものとするとともに、２０２０年４
月からスタートする次期中期経営計画の助走期間として、準備を
進めてまいります。

特に対処すべき当面の課題として、次の３項目に注力してまい
ります。

① システム構築力（ものづくり力）と技術力の強化
システム構築力（ものづくり力）と技術力の強化につきまし

ては、２０１８年６月に立ち上げたステアリング・コミッティーに
おいて、効果的な人材育成策や開発スタイル改革の検討、先
端技術の研究・検証などを進めております。

今後は、より具体的な行動に移すフェーズと捉え、お客さま
ニーズに最適なシステムを構築するためのスキル・開発環境
のレベルアップやDevOps（※３）・アジャイル開発（※４）といった
開発スタイルの導入・実践、ＡＩ・ＲＰＡに関連するビジネスの具
体化、選抜・指名研修による高スキル人材の育成などに取り組
んでまいります。

そのため、社内において技術戦略を統括している技術統括
部を２０１９年４月に社長直轄の単独部門とし、新しいビジネス
やサービス・商品について、その企画からマーケティング、プロ
モーション、セールス、制作までに対応する部門と位置付け、
着実に進めてまいります。

 対処すべき課題

② 事業ポートフォリオの見直し
現中期経営計画では、これまで取り組んできた既存事業の

活性化と新しい事業領域への参入という「選択と集中」を念頭
に置きつつ５つの事業戦略に注力しており、これまでも個別の
業務について定期的な評価と必要な対応を実施しております。

しかしながら、不採算・低採算を余儀なくされている領域が残
る一方で、成長が見込まれるものの経営資源の投入が不足して
いる領域もあることから、次期中期経営計画の期間内において
事業ポートフォリオ再構築を着実に成し遂げるため、各事業の
採算性・成長性の再評価を行ってまいります。

③ 人事制度改革の推進
現在の人事制度は、既に導入から１０年以上が経過しており、

この間の労働環境や各種制度の変化、運用面における課題の
表面化など、会社全体の活性化を目指す上で大きく見直す必要
が生じております。

見直しが必要な項目は、制度運用の改善からその根幹の変
更に及ぶものまで多岐にわたりますが、プロジェクトチームでの
協議を経た上で、順次実施に移しております。

残る課題についても、２０２０年４月からの次期中期経営計画
開始時には全面実施できるよう、着実に進めてまいります。

このような諸施策を着実に実行することで、ステークホルダー
の皆さまからの信頼を高め、社会に必要とされる企業であり続け
ることで、企業価値の増大を図ってまいる所存であります。

株主の皆さまにおかれましては、今後とも変わらぬご支援、ご鞭
撻を賜りますようお願い申し上げます。

※3

※4

「DevOps」とは、Development（開発）とOperations（運用）
を組み合わせた用語であり、ソフトウェアの開発を迅速に行うた
めに、開発担当者と運用担当者の連携・協力を重視する開発手
法のことであります。

「アジャイル開発」とは、開発対象を小さな機能に分割して短期
間かつ反復的に開発を行うことにより、お客さまの要望の変化
やシステムの仕様変更・機能追加などに臨機応変な対応が可能
となる開発手法のことであります。
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当社は創立50周年を迎えました

1969年３月29日、当社は兵庫県神戸市において、
神戸青年会議所等の支援のもと地元有志により 「株式
会社神戸コンピューターサービス」 として設立され、お
かげをもちまして、さる2019年３月29日に創立50
周年を迎えることができました。

これもひとえに、株主の皆さまをはじめ、関係各位の
ご支援とご愛顧の賜物と深く感謝しております。当社で
は、50周年記念事業として次のような取組みを実施し
ております。

2019年３月31日を基準日とする第51期の期末配
当につきましては、株主の皆さまへの感謝の意を表す
とともに、創立５０周年という節目を記念して、１株当
たり４円の記念配当を実施することといたしました。

この結果、１株当たりの期末配当金は、６円の普通配
当に４円の記念配当を加えた10円となりました。

また、１株当たりの年間配当金は、既に実施済の中
間配当金６円と合わせた16円となり、年間での配当性
向は、46.7％となりました。

５月2 1日（ 火 ）、 神 戸ポートピアホテ ルにおいて  
『創立５０周年記念 感謝の集い』 を開催し、協力会社など
のビジネスパートナー様や当社設立時の関係者の方を
主体として250名以上の方にご出席いただきました。

第一部の記念式典
では、 社 長 の 神 原に
よる主 催 者 挨 拶に続
き、 世 界 的 指 揮 者で
ある佐渡裕氏の教え
子たちである弦 楽 団 

『スーパーストリングス 
コーベ』 による記念演奏会が行われました。

そして、兵庫県立大
学 理 事 長 の 五 百 旗 頭
真氏から　『近代日本
と兵庫の５０年』　と題
した記念講演をいただ
きました。

続いて開催された第二部の懇
親会では、兵庫県知事の井戸敏
三氏をはじめとする来賓の方々
からご祝辞をいただいたほか、
ご出席いただいた皆さまから当
社役職員に対し、数多くの激励
のお言葉を頂戴しました。後半に
は、再び 『スーパーストリングス 
コーベ』 によるスペシャルライ
ブが行われ、大盛況のうちに終
えることができました。

創立５０周年記念配当実施

『創立５０周年記念 感謝の集い』 開催

第49期 第50期 第51期

中間配当 6円 6円 6円

期末配当 6円 6円 10円

年間配当 12円 12円 16円

配当性向 42.4％ 64.1％ 46.7％

純資産配当率 0.9％ 0.9％ 1.2％
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■連結貸借対照表 ■連結損益計算書

科　目
第50期 第51期

2018年3月31日現在 2019年3月31日現在

資産の部

流動資産 13,207 13,962

固定資産 6,586 6,688

有形固定資産 3,061 3,031

無形固定資産 941 1,009

投資その他の資産 2,583 2,647

資産合計 19,794 20,651

負債の部

流動負債 3,306 4,036

固定負債 1,118 1,062

負債合計 4,425 5,098

純資産の部

株主資本 14,814 15,063

資本金 2,054 2,054

資本剰余金 2,228 2,228

利益剰余金 10,531 10,780

自己株式 △ 0 △ 0

その他の包括利益累計額 554 489

その他有価証券評価差額金 332 272

退職給付に係る調整累計額 222 216

純資産合計 15,369 15,552

負債純資産合計 19,794 20,651

科　目
第50期 第51期

2017年4月��1日から
2018年3月31日まで

2018年4月��1日から
2019年3月31日まで

売上高 21,517 21,945

売上原価 17,337 17,524

売上総利益 4,179 4,420

販売費及び一般管理費 3,946 3,897

営業利益 232 522

営業外収益 140 151

営業外費用 61 78

経常利益 311 596

特別損失 ─ 21

税金等調整前当期純利益 311 574

法人税、住民税及び事業税 29 218

法人税等調整額 72 △ 28

当期純利益 209 384

親会社株主に帰属する当期純利益 209 384

（単位：百万円、単位未満切り捨て） （単位：百万円、単位未満切り捨て）

要約連結財務諸表
Consolidated Financial Statements

（注）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号  平
成30年2月16日）等を第51期の期首から適用しており、 第50期につ
いては、当該会計基準等を遡って適用した数値を記載しております。
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■連結キャッシュ・フロー計算書

科　目
第50期 第51期

2017年4月��1日から
2018年3月31日まで

2018年4月��1日から
2019年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,913 672

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 420 △ 376

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 507 △ 491

現金及び現金同等物に係る換算差額 ─ ─

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 985 △ 195

現金及び現金同等物の期首残高 6,538 7,523

現金及び現金同等物の期末残高 7,523 7,328

（単位：百万円、単位未満切り捨て）

■連結株主資本等変動計算書��第51期（2018年4月1日から2019年3月31日まで）

株主資本 その他の包括利益累計額
純資産
合計資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他
有価証券
評価差額金

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

2018年４月１日残高 2,054 2,228 10,531 △ 0 14,814 332 222 554 15,369

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △ 134 △ 134 △ 134

親会社株主に帰属する当期純利益 384 384 384

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △ 59 △ 5 △ 65 △ 65

連結会計年度中の変動額合計 ─ ─ 249 ─ 249 △ 59 △ 5 △ 65 183

2019年3月31日残高 2,054 2,228 10,780 △ 0 15,063 272 216 489 15,552

（単位：百万円、単位未満切り捨て）
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■貸借対照表 ■損益計算書

科　目
第50期 第51期

2018年3月31日現在 2019年3月31日現在

資産の部
流動資産 11,928 12,694
固定資産 6,444 6,601

有形固定資産 3,006 2,987
無形固定資産 926 999
投資その他の資産 2,511 2,614

資産合計 18,372 19,296
負債の部
流動負債 3,165 3,921
固定負債 980 967
負債合計 4,145 4,888
純資産の部
株主資本 13,893 14,135

資本金 2,054 2,054
資本剰余金 2,228 2,228
利益剰余金 9,610 9,852
自己株式 △ 0 △ 0

評価・換算差額等 332 272
その他有価証券評価差額金 332 272

純資産合計 14,226 14,408
負債純資産合計 18,372 19,296

科　目
第50期 第51期

2017年4月��1日から
2018年3月31日まで

2018年4月��1日から
2019年3月31日まで

売上高 20,049 20,740

売上原価 16,231 16,661

売上総利益 3,817 4,078

販売費及び一般管理費 3,599 3,607

営業利益 218 470

営業外収益 158 171

営業外費用 61 70

経常利益 314 571

特別損失 ─ 21

税引前当期純利益 314 549

法人税、住民税及び事業税 16 212

法人税等調整額 69 △ 38

当期純利益 228 375

（単位：百万円、単位未満切り捨て） （単位：百万円、単位未満切り捨て）

■株主資本等変動計算書��第51期（2018年4月1日から2019年3月31日まで）

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2018年４月１日残高 2,054 2,228 9,610 △ 0 13,893 332 332 14,226
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 134 △ 134 △ 134
当期純利益 375 375 375
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △ 59 △ 59 △ 59

事業年度中の変動額合計 ー ー 241 ー 241 △ 59 △ 59 181
2019年3月31日残高 2,054 2,228 9,852 △ 0 14,135 272 272 14,408

（単位：百万円、単位未満切り捨て）

要約個別財務諸表
Non-Consolidated Financial Statements

（注）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号  平
成30年2月16日）等を第51期の期首から適用しており、 第50期につ
いては、当該会計基準等を遡って適用した数値を記載しております。
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■会社の概要（2019年3月31日現在） ■株式の状況（2019年3月31日現在）

会社の概要 / 株式の状況
Corporate Data / Stock Information

株 主 名 持株数
（千株）

持株比率
（%）

株式会社三井住友銀行 3,193 28.51
三井住友ファイナンス＆リース株式会社 1,980 17.67
富士通株式会社 1,550 13.84
さくらケーシーエス従業員持株会 1,327 11.85
株式会社みなと銀行 270 2.41
SMBCコンサルティング株式会社 140 1.25
⽔元　公仁 130 1.16
グローリー株式会社 100 0.89
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 99 0.88
日本生命保険相互会社 80 0.71
兵庫トヨタ自動車株式会社 80 0.71

■発行可能株式総数
■発行済株式の総数
■株主数
■大株主（上位10位）

40,000,000 株
11,200,000 株

854 名

■株式分布状況

（注） 1. 持株数は、単位未満を切り捨てて表示しております。
　 　2. 持株比率は、自己株式数（703株）を控除して算出しております。
　　　  また、単位未満を切り捨てて表示しております。

■商       号 株式会社さくらケーシーエス

■設立年月日 1969（昭和44）年３月29日

■資   本   金 20億5,460万円

■売   上   高 219億円（2019年3月期連結）

■事 業 内 容 システム構築、システム運用管理、

システム機器販売 他

■官公庁認定等 電気通信事業者

プライバシーマーク付与認定事業者

ISO 9001（システム事業部）

ISO/IEC 27001（アウトソーシングセンター）

ISO/IEC 20000（アウトソーシングセンター）

ISO 22301（アウトソーシングセンター）

■従 業 員 数 1,105名（従業員数は連結就業人員）

■本       社 兵庫県神戸市中央区播磨町21番1

■東 京 本 社 東京都中央区日本橋室町四丁目5番1号

■事   業   所 大阪支社、姫路支社

■連結子会社 株式会社ＫＣＳソリューションズ

■役　　　員（2019年６月27日現在）

取締役社長（代表取締役）
兼 社長執行役員 神 原 忠 明

取締役 兼 専務執行役員 横 㟢 富 美 生

取締役 兼 専務執行役員 友 石 敏 也

取締役 兼 常務執行役員 扇 　 隆 彦

取 締 役（社外役員） 瀧 川 博 司

取 締 役（社外役員） 乗 鞍 良 彦

常 勤 監 査 役 松 ⼭ 康 孝

監 査 役（社外役員） 新 　 尚 一

監 査 役（社外役員） 宮 野 敏 明

＜所有者別の株主数＞
795名

7名
14名

9名
29名

（93.09％）
（  0.82％）
（  1.64％）
（  1.05％）
（  3.40％）

■ 個人その他
■ 金融機関
■ 金融商品取引業者
■ 外国法人等
■ その他国内法人

＜所有者別株式分布の状況＞
■ 個人その他
■ 金融機関
■ 金融商品取引業者
■ 外国法人等
■ その他国内法人

3,090千株
3,774千株

24千株
75千株

4,236千株

（27.59％）
（33.70％）
（  0.22％）
（  0.67％）
（37.82％）
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株主
メモ

■
■

■

■

■
■

■

毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会　　　　　3月31日
剰余金の配当　　期末　3月31日
　　　　　　　　中間　9月30日
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社
〒541−8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社  大阪証券代行部
電話（フリーダイヤル）　0120−094−777
東京証券取引所
電子公告
下記の当社ホームページにて掲載いたします。
ただし、やむを得ない事由により電子公告
できない場合は、日本経済新聞に掲載いた
します。
　https://www.kcs.co.jp/
100株

●特別口座に口座をお持ちの株主様のお手続き

●証券会社等に口座をお持ちの株主様のお手続き
口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。
なお、以下のお手続き等につきましては、株主名簿管理人にお問
い合わせください。

事 業 年 度
基 準 日

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関
同事務取扱場所

（お問い合わせ先）

上場証券取引所
公 告 方 法

単 元 株 式 数

（ご注意）
1.   株主様の各種お手続きは、原則として口座を開設されている証券

会社等経由で行っていただくこととなっておりますので、口座を
開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿
管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意
ください。

2.  特別口座に記録された株式に関する各種お手続きは、上記特別口
座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い合わせください。
なお、三菱UFJ信託銀行の全国本支店でもお取次ぎいたします。

3.  未受領の配当金のお支払いにつきましては、三菱UFJ信託銀行の
全国本支店でお支払いいたします。

4.  中間配当に関する取締役会決議につきましては、下記の当社ホー
ムページにおいてご案内いたします。

　 　https://www.kcs.co.jp/

お手続き、ご照会等の内容 お問い合わせ先

● 特別口座から一般口座への振替請求
● 単元未満株式の買取（買増）請求
● 住所・氏名等のご変更
● 特別口座の残高照会
● 配当金の受領方法の指定

特別口座の
口座管理機関

● 郵送物等の発送と返戻に関するご照会
● 支払期間経過後の配当金に関するご照会
● 株式事務に関する一般的なお問い合わせ

株主名簿管理人

お手続き、ご照会等の内容 お問い合わせ先

● 郵送物等の発送と返戻に関するご照会
● 支払期間経過後の配当金に関するご照会
● 株式事務に関する一般的なお問い合わせ

株主名簿管理人

〒650−0036
兵庫県神戸市中央区播磨町21番1
電 話（078）391−6571
FAX.（078）391−7843
〒103−0022
東京都中央区日本橋室町四丁目5番1号
電 話（03）5200−1771
FAX.（03）5200−1774
https://www.kcs.co.jp/

本 　 　 社

東 京 本 社

ホ ー ム ペ ー ジ
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